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平成 19 年 3 月期        個別中間財務諸表の概要        

平成 18 年 11 月 14 日 

上場会社名 藤倉ゴム工業株式会社                                 上 場 取 引 所   東 １ 部 
コード番号  ５１２１                                             本社所在都道府県 東京都 
（URL http://www.fujikurarubber.com/） 
代 表 者 役職名 取締役社長            及川 達 
問合せ責任者 役職名 専務取締役管理本部長     塩見 勇  TEL（03）3490-2111 
決算取締役会開催日 平成 18 年 11 月 14 日     中間配当支払開始日   平成 18 年 12 月 11 日 
単元株制度採用の有無    有（1 単元１００株） 
 
１． 平成 18 年 9 月中間期の業績(平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日) 
(1) 経営成績                                  （金額は百万円未満を四捨五入で表示しております。） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

11,137 
10,464 

6.4
0.5

749
765

△2.0
43.3

992 
1,152 

△13.9
48.0

18 年 3 月期 21,532 1,468 1,995 
 
 

中間(当期)純利益 １株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円 ％ 円   銭

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

720 
845 

△14.8
51.5

30   94  
36   30  

18 年 3 月期 1,479  62   89  

 
 

（注）①期中平均株式数   １８年９月期中間期 23,278,086 株    １７年９月中間期 23,281,632 株    １８年３月期 23,280,253 株 

   ②会計処理の方法の変更   無 

   ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 
(2)財政状態 
 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

21,158 
19,828 

13,185 
12,078 

62.3 
60.9 

566  42 
518  84 

18 年 3 月期 21,217 12,803 60.3  549  35 
 (注)  ①期末発行済株式数   １８年９月中間期 23,277,944 株 １７年９月中間期 23,279,126 株 １８年３月期 23,278,224 株 

②期末自己株式数     １８年９月中間期 168,265 株 １７年９月中間期  167,083 株 １８年３月期 167,985 株 

 
２．平成 1９年 3 月期の業績予想(平成１８年４月１日～平成１９年３月 31 日) 

 
売 上 高     経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通   期 22,200 1,900 1,280 
 (参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 54 円 99 銭 
  
３．配当状況 
・現金配当 1 株当たり配当金（円） 

 中間期末 期末 年間 

18 年 3 月期 6.00 8.00 14.00 

19年3月期（実績） 7.00 ― 

19年3月期（予想） ― 7.00 
14.00 

(注)18 年 9 月中間期末配当金の内訳  記念配当   ―円   ―銭  特別配当   ― 円   ―銭 

   

※上記の業績予想は現時点で想定できる情報に基づいて作成したものであり、実際の業績は今後の様々な要因によっ

て異なる可能性があります。 

 



１　個別中間財務諸表等

①　中間貸借対照表

(単位:百万円)

前事業年度 前事業年度

前中間会計期間末 当中間会計期間末 要約貸借対照表 前中間会計期間末 当中間会計期間末 要約貸借対照表

平成17年9月30日 平成18年9月30日 平成18年3月31日 平成17年9月30日 平成18年9月30日 平成18年3月31日

Ⅰ  流 動 資 産 11,469 11,621 12,639 Ⅰ  流 動 負 債 6,100 6,979 7,083

現 金 及 び 預 金 675 841 1,575 支 払 手 形 1,376 1,201 1,284

受 取 手 形 3,081 3,229 3,133 買 掛 金 982 1,136 1,195

売 掛 金 4,177 4,589 4,599 短 期 借 入 金 2,346 3,161 2,865

た な 卸 資 産 1,945 1,711 1,786 未 払 法 人 税 等 189 112 403

短 期 貸 付 金 980 706 1,053 賞 与 引 当 金 266 291 278

繰 延 税 金 資 産 149 154 172 役 員 賞 与 引 当 金 - 8 - 

そ の 他 464 392 323 設 備 関 係 支 払 手 形 453 620 602

貸 倒 引 当 金 △ 2 △ 1 △ 2 そ の 他 488 450 456

Ⅱ  固 定 負 債 1,650 994 1,331

退 職 給 付 引 当 金 1,441 437 894

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 172 167 190

繰 延 税 金 負 債 - 330 204

Ⅱ  固 定 資 産 8,359 9,537 8,578 そ の 他 37 60 43

有形固定資産 5,003 5,335 5,198 7,750 7,973 8,414

建 物 966 1,073 1,054

機 械 及 び 装 置 1,674 1,975 1,755 Ⅰ  資  本  金 3,804 - 3,804

土 地 1,684 1,735 1,735 Ⅱ  資 本 剰 余 金 3,207 - 3,207

そ の 他 679 552 654   資本準備金 3,207 - 3,207

Ⅲ  利 益 剰 余 金 4,601 - 5,096

無形固定資産 14 14 14  　  利益準備金 328 - 328

 　  任意積立金 1,377 - 1,378

投資その他の資産 3,342 4,188 3,366  　  中間（当期）未処分利益 2,896 - 3,390

投 資 有 価 証 券 1,640 2,665 2,059 Ⅳ 　その他有価証券評価差額金 575 - 806

長 期 貸 付 金 1,346 717 896 Ⅴ  自 己 株 式 △ 109 - △ 110

繰 延 税 金 資 産 121 - - 12,078 - 12,803

そ の 他 808 1,183 881 19,828 - 21,217

貸 倒 引 当 金 △ 573 △ 377 △ 470

Ⅰ  株主資本 - 12,515 - 

     資  本  金 - 3,804 - 

　   資 本 剰 余 金 - 3,207 - 

   資本準備金 - 3,207 - 

　   利 益 剰 余 金 - 5,614 - 

   利益準備金 - 328 - 

　 その他利益剰余金

　　　 特別償却準備金 - 10 - 

　　　 固定資産圧縮積立金 - 360 - 

　　　 別途積立金 - 3,000 - 

　　　 繰越利益剰余金 - 1,916 - 

　   自 己 株 式 - △ 110 - 

Ⅱ  評価・換算差額 - 670 - 

- 670 - 

　純資産合計 - 13,185 - 

19,828 21,158 21,217 　負債純資産合計 - 21,158 - 

負債合計

（資本の部）

（資産の部） （負債の部）

科目 科目

資産合計

    資本合計

    負債資本合計

（純資産の部）

　  その他有価証券評価差額金
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②　中間損益計算書

   金額    金額    金額

(百万円) (%) (百万円) (%) (百万円) (%)

Ⅰ  売  上  高 10,464 100.0 11,137 100.0 21,532 100.0

Ⅱ  売 上 原 価 8,353 79.8 8,916 80.1 17,202 79.9

2,111 20.2 2,221 19.9 4,330 20.1

Ⅲ  販売費及び一般管理費 1,346 12.9 1,472 13.2 2,862 13.3

765 7.3 749 6.7 1,468 6.8

Ⅳ  営 業 外 収 益 450 4.3 332 3.0 723 3.4

Ⅴ  営 業 外 費 用 63 0.6 89 0.8 196 0.9

1,152 11.0 992 8.9 1,995 9.3

Ⅵ  特 別 利 益 175 1.6 93 0.8 351 1.6

Ⅶ  特 別 損 失 15 0.1 －  15 0.1

1,312 12.5 1,085 9.7 2,331 10.8

256 2.4 130 1.2 494 2.3

211 2.0 235 2.0 358 1.6

845 8.1 720 6.5 1,479 6.9

2,051 －  2,050

－  －  139

2,896 －  3,390

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度要約損益計算書

科 目 自 平成17年4月 1日 自 平成18年4月 1日 自 平成17年4月 1日
至 平成18年9月30日 至 平成18年3月31日

百分比 百分比 百分比

     売 上 総 利 益

     営 業 利 益

     経 常 利 益

至 平成17年9月30日

     前期繰越利益

     中間配当額

     中間(当期)未処分利益

     税引前中間(当期)純利益

     法人税、住民税及び事業税

     法人税等調整額

     中間(当期)純利益
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　中間株主資本等変動計算書

　当中間会計期間（自平成18年4月1日　至平成18年9月30日）

特別
償却
準備金

固定資産
圧縮積立

金

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

平成18年3月31日　残高　（百万円） 3,804 3,207 3,207 328 18 360 1,000 3,390 5,096 △ 110 11,997

中間会計期間中の変動額

　特別償却準備金の取崩し △ 8 8 - -

　別途積立金の積立て 2,000 △ 2,000 - -

　剰余金の配当 △ 187 △ 187 △ 187

　役員賞与 △ 15 △ 15 △ 15

　中間純利益 720 720 720

　自己株式の取得 △ 0 △ 0

　株主資本以外の項目の中間会計期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計（百万円） - - - - △ 8 - 2,000 △ 1,474 518 △ 0 518

平成18年9月30日　残高　（百万円） 3,804 3,207 3,207 328 10 360 3,000 1,916 5,614 △ 110 12,515

その他
有価証券

評価差額金

平成18年3月31日　残高　（百万円） 806 12,803

中間会計期間中の変動額

　特別償却準備金の取崩し -

　別途積立金の積立て -

　剰余金の配当 △ 187

　役員賞与 △ 15

　中間純利益 720

　自己株式の取得 △ 0

　株主資本以外の項目の中間会計期間中の変動額（純額） △ 136 △ 136

中間会計期間中の変動額合計（百万円） △ 136 382

平成18年9月30日　残高　（百万円） 670 13,185

株主資本

純資産合計

資本金

資本剰余金

資本
準備金

資本
剰余
金
合計

利益剰余金

利益
準備金

評価・換算
差額等合計

評価・換算差額等

△ 136

株主
資本
合計

自己
株式利益

剰余金
合計

その他利益剰余金

670

806

△ 136
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（中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自 平成17年 4月 1日 自 平成18年 4月 1日 自 平成17年 4月 1日
至 平成17年 9月30日 至 平成18年 9月30日 至 平成18年 3月31日

１　資産の評価基準及び評価方法 １　資産の評価基準及び評価方法 １　資産の評価基準及び評価方法

(1) たな卸資産 (1) たな卸資産 (1) たな卸資産

　　　移動平均法による原価法によっており 　　　同左 　　　同左

　　　ます。

(2) 有価証券 (2) 有価証券 (2) 有価証券

　①子会社株式及び関連会社株式 　①子会社株式及び関連会社株式 　①子会社株式及び関連会社株式

　　　移動平均法による原価法によっており 　　　同左 　　　同左

　　　ます。

　②その他有価証券 　②その他有価証券 　②その他有価証券

　　時価のあるもの 　　時価のあるもの 　　時価のあるもの

　　中間決算日の市場価格等に基づく時価 　　中間決算日の市場価格等に基づく時価 　　期末日の市場価格等に基づく時価法（

　　法（評価差額は全部資本直入法により 　　法（評価差額は全部純資産直入法によ 　　評価差額は全部資本直入法により処理

　　処理し、売却原価は移動平均法により 　　り処理し、売却原価は移動平均法によ 　　し、売却原価は移動平均法により算定）

　　算定）によっております。 　　り算定）によっております。 　　によっております。

　　時価のないもの 　　時価のないもの 　　時価のないもの

　　移動平均法による原価法によっており 　　　同左 　　　同左

　　ます。

２　固定資産の減価償却の方法 ２　固定資産の減価償却の方法 ２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産

　　　定率法を採用しております。 　　　同左 　　　同左

　　　ただし、平成１０年４月１日以降に

　　　取得した建物（附属設備を除く）に

　　　ついては定額法によっております。

　　　なお、主な耐用年数は以下のとおり

　　　であります。

　　　　建物　　　　　　　３年～５０年

　　　　機械装置　　　　　２年～１０年

(2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産

　　　定額法によっております。 　　　同左 　　　同左

(3) 長期前払費用 (3) 長期前払費用 (3) 長期前払費用

　　　均等償却しております。 　　　同左 　　　同左

３　引当金の計上基準 ３　引当金の計上基準 ３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒による損失に備えるため、一 　　　同左 　　　同左

　　般債権については貸倒実績率により、貸

　　倒懸念債権等特定の債権については個別

　　に回収可能性を検討し、回収不能見込額

　　を計上しております。

(2) 賞与引当金 (2) 賞与引当金 (2) 賞与引当金

　　従業員賞与の支給に備えるため、支給見 　　　同左 　　　同左

　　込額に基づき計上しております。

－ (3) 役員賞与引当金 －

　　役員賞与の支出に備えて、当事業年度におけ

　　る支給見込額の当中間会計期間負担額を計上

　　しております。

　（会計方針の変更）

　　当中間会計期間より、「役員賞与に関する会

　　計基準」（企業会計基準第４号平成17年11月

　　29日）を適用しております。

　　これにより営業利益、経常利益及び税引前中

　　間純利益は、それぞれ8百万円減少しておりま

　　す。

(4) 退職給付引当金 (4) 退職給付引当金 (4) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当事業 　　　同左 　　従業員の退職給付に備えるため、当事業

　　年度末における退職給付債務及び年金資 　　年度末における退職給付債務及び年金資

　　産の見込額に基づき、当中間会計期間末 　　産の見込額に基づき、当事業年度末にお

　　において発生していると認められる額を 　　いて発生していると認められる額を計上

　　計上しております。 　　しております。

　　数理計算上の差異は、各事業年度の発生 　　数理計算上の差異は、各事業年度の発生

　　時の従業員の平均残存勤務期間以内の一 　　時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

　　定の年数（１０年）による定額法により 　　定の年数（１０年）による定額法により

　　按分した額を、それぞれ発生の翌事業年 　　按分した額を、それぞれ発生の翌事業年

　　度から費用処理することとしております｡ 　　度から費用処理することとしております｡

　　過去勤務債務については、その発生時の 　　過去勤務債務については、その発生時の

　　従業員の平均残存勤務期間以内の一定の 　　従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

　　年数（１０年）による定額法により按分 　　年数（１０年）による定額法により按分

　　した額を費用処理しております。 　　した額を費用処理しております。

(5) 役員退職慰労引当金 (5) 役員退職慰労引当金 (5) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、 　　　同左 　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、

　　役員退職慰労金規定に基づく中間末要 　　役員退職慰労金規定に基づく期末要支

　　支給額を計上しております。 　　給額を計上しております。
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自 平成17年 4月 1日 自 平成18年 4月 1日 自 平成17年 4月 1日
至 平成17年 9月30日 至 平成18年 9月30日 至 平成18年 3月31日

４　リース取引の処理方法 ４　リース取引の処理方法 ４　リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転すると 　　　同左 　　　同左

　　認められるもの以外のファイナンス・リ

　　ース取引については、通常の賃貸借取引

　　に係る方法に準じた会計処理によってお

　　ります。

５ 重要なヘッジ会計の方法 ５ 重要なヘッジ会計の方法 ５ 重要なヘッジ会計の方法

　①ヘッジ会計の方法 　①ヘッジ会計の方法 　①ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理によっております。 　　　同左 　　　同左

　また、為替リスクのヘッジについて振当処

　理の要件を満たしている場合には、振当処

  理を行っております。

　②ヘッジ手段とヘッジ対象 　②ヘッジ手段とヘッジ対象 　②ヘッジ手段とヘッジ対象

　　当中間会計期間にヘッジ会計を適用した 　　当中間会計期間にヘッジ会計を適用した 　　当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッ

　ヘッジ対象とヘッジ手段は次のとおりであ 　ヘッジ対象とヘッジ手段は次のとおりであ 　ジ対象とヘッジ手段は次のとおりでありま

　ります。 　ります。 　す。

　　ヘッジ手段…為替予約 　　ヘッジ手段…為替予約 　　ヘッジ手段…為替予約

　　ヘッジ対象…製品輸出による外貨建売上 　　ヘッジ対象…製品輸出による外貨建売上 　　ヘッジ対象…製品輸出による外貨建売上

　　　　　　　　債権 　　　　　　　　債権 　　　　　　　　債権

　　　　　　　　製品輸入による外貨建仕入 　　　　　　　　製品輸入による外貨建仕入

　　　　　　　　債務 　　　　　　　　債務

　③ヘッジ方針 　③ヘッジ方針 　③ヘッジ方針

　　内部規定に基づき、為替変動リスクをヘ 　　　同左 　　　同左

　ッジしております。

　④ヘッジ有効性評価方法 　④ヘッジ有効性評価方法 　④ヘッジ有効性評価方法

　　為替予約については、当該取引とヘッジ 　　為替予約については、当該取引とヘッジ 　　　同左

　対象となる資産に関する重要な条件が同一 　対象となる資産及び負債に関する重要な条

　であり、ヘッジ開始時及びその後も継続し 　件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後

　て相場変動またはキャッシュ・フロー変動 　も継続して相場変動またはキャッシュ・フ

　を相殺するものであることが事前に想定さ 　ロー変動を相殺するものであることが事前

　れるため、有効性の評価は省略しておりま 　に想定されるため、有効性の評価は省略し

　す。 　ております。

６　その他中間財務諸表作成のための基本と ６　その他中間財務諸表作成のための基本と ６　その他財務諸表作成のための基本となる

　　　なる重要な事項 　　　なる重要な事項 　　　重要な事項

(1) 消費税等の会計処理 (1) 消費税等の会計処理 (1) 消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜 　　　同左 　　　同左

　　方式によっております。

(2) 税効果会計に関する事項 (2) 税効果会計に関する事項 ―

　　中間会計期間に係る計上税額及び法人税 　　　同左

　　等調整額は、決算期において予定してい

　　る利益処分方式による特別償却準備金の

　　積立及び取崩を前提として、当中間会計

　　期間に係る金額を計算しております。

(中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更)

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自 平成17年 4月 1日 自 平成18年 4月 1日 自 平成17年 4月 1日
至 平成17年 9月30日 至 平成18年 9月30日 至 平成18年 3月31日

（固定資産の減損に係る会計基準） ― （固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間より、固定資産の減損に係 　当事業年度より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基 る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

　平成１４年８月９日）及び「固定資産の減 　平成１４年８月９日）及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基 損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号　平成１５年１０月３１日 準適用指針第６号　平成１５年１０月３１日

））を適用しております。これにより税引前 ））を適用しております。これにより税引前

中間純利益は１４百万円減少しております。 当期純利益は１４百万円減少しております。

　なお、減損損失累計額については、改正後 　なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額 の財務諸表規則に基づき各資産の金額から直

から直接控除しております。 接控除しております。
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（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号　平成

17年12月9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号　平成17年12月9日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は13,185

百万円であります。

　なお、当中間会計期間における中間貸借対照表の純

資産の部については、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則により作成しており

ます。

注記事項

（中間貸借対照表関係）

１　有形固定資産減価償却累計額 １　有形固定資産減価償却累計額 １　有形固定資産減価償却累計額

　　　　　　　　　　　１５，３９９百万円 　　　　　　　　　　　１５，６６８百万円 　　　　　　　　　　　１５，４３８百万円

２　偶発債務 ２　偶発債務 ２　偶発債務

　　保証債務（銀行借入金等に対する） 　　保証債務（銀行借入金等に対する） 　　保証債務（銀行借入金等に対する）

　　　杭州藤倉橡膠有限公司　１８０百万円 　　　杭州藤倉橡膠有限公司　２２０百万円 　　　杭州藤倉橡膠有限公司　２３０百万円

　　　　　　合計　　　　　　１８０百万円 　　　　　　合計　　　　　　２２０百万円 　　　　　　合計　　　　　　２３０百万円

(注)上記保証債務残高には、経営指導念書に係るもの (注)上記保証債務残高には、経営指導念書に

　　を４０百万円含んでおります。 　　係るものを５０百万円含んでおります。

３　輸出為替手形割引残高は２２６百万円であります。 ３　輸出為替手形割引残高は１１０百万円で

　　あります｡

４　消費税等の取扱い ４　消費税等の取扱い ４　消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の 　　　　　　　　　　　同左 　　　　　　　　　　　同左

   うえ、流動負債のその他に含めて表示し

   ております。

５　中間会計期末日満期手形の会計処理

　当中間会計期間末は、金融機関の休日でしたが、満

　期日に決済が行われたものとして処理しております。

　中間期間末日満期手形は次のとおりであります。

受取手形　　　　　　　　４８４百万円

支払手形　　　　　　　　３１２百万円

設備関係支払手形　   　 　８８百万円

（中間損益計算書関係）

１　営業外収益の主要項目 １　営業外収益の主要項目 １　営業外収益の主要項目

　　　受取利息　　　　　　　　  ９百万円 　　　受取利息　　　　　　　　  ９百万円 　　　受取利息　　　　　　　　  １７百万円

　　　受取配当金　　　　　　３１１百万円 　　　受取配当金　　　　　　１７８百万円 　　　受取配当金　　　　　　　３１９百万円

２　営業外費用の主要項目 ２　営業外費用の主要項目 ２　営業外費用の主要項目

　　　支払利息　　　　　　　　　７百万円 　　　支払利息　　　　　　　　１２百万円 　　　支払利息　　　　　　　　　１４百万円

３　特別利益の主要項目 ３　特別利益の主要項目 ３　特別利益の主要項目

　　　貸倒引当金戻入益　　  １７５百万円 　　　貸倒引当金戻入益　　　  ９４百万円 　　　貸倒引当金戻入益　　　  ３５１百万円

４　特別損失の主要項目 ４　特別損失の主要項目

      投資有価証券評価損        １百万円       投資有価証券評価損        １百万円

      減損損失                １４百万円       減損損失                １４百万円

５　減損損失 ５　減損損失

    当中間会計期間において、当社は以下の     当事業年度において、当社は以下の

  資産について減損損失を計上しました。   資産について減損損失を計上しました。

用途 種類     場所    金額 用途 種類     場所    金額

遊休 土地 栃木県那須郡 １４百万円 遊休 土地 栃木県那須郡 １４百万円

 (経緯)  (経緯)

    上記の土地については債権の担保として     上記の土地については債権の担保として

  取得したものであり、取得以来未使用で現   取得したものであり、取得以来未使用で現

  在に至っております。今後の使用見通しも   在に至っております。今後の使用見通しも

  無く、地価も著しく下落しているため、減   無く、地価も著しく下落しているため、帳

  損損失を認識しました。   簿価格を回収可能価額まで減額し、当該減

　少額を減損損失として特別損失に計上しま

　した。

 (グルーピングの方法)  (グルーピングの方法)

    事業部門別を基本としております。また､     事業部門別を基本としております。また､

  遊休資産については個々の物件単位でグル   遊休資産については個々の物件単位でグル

  ーピングしております。   ーピングしております。

 (回収可能価額の算定方法等)  (回収可能価額の算定方法等)

  回収可能価額は、当該物件の帳簿価額の重   回収可能価額は、当該物件の帳簿価額の重

　要性が低いため、固定資産税評価額を正味 　要性が低いため、固定資産税評価額を正味

　売却価額として使用しております。 　売却価額として使用しております。

６　減価償却実施額 ６　減価償却実施額 ６　減価償却実施額

　　　有形固定資産　　　　　２７８百万円 　　　有形固定資産　　　　　３２７百万円 　　　有形固定資産　　　　　６２０百万円
　　　無形固定資産　　　　　　　０百万円 　　　無形固定資産 　　　　　　０百万円 　　無形固定資産　　　　　　　０百万円

― ―

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

至 平成17年 9月30日 至 平成18年 9月30日 至 平成18年 3月31日
自 平成17年 4月 1日 自 平成18年 4月 1日 自 平成17年 4月 1日

当中間会計期間末

平成18年 9月30日

前事業年度

平成18年 3月31日

―

至 平成17年 9月30日

前事業年度

自 平成17年 4月 1日

至 平成18年 3月31日

当中間会計期間

前中間会計期間末

平成17年 9月30日

―

―

―

―

前中間会計期間

自 平成17年 4月 1日

至 平成18年 9月30日

自 平成18年 4月 1日
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（中間株主資本等変動計算書関係）

－当中間会計期間（自　平成18年4月1日 至　平成18年9月30日）－

自己株式の種類及び株式数に関する事項
前事業年度末株式数 当中間会計期間増加株式数 当中間会計期間減少株式数 当中間会計期間末株式数

（株） （株） （株） （株）

普通株式　　（注） １６７,９８５ ２８０ －　 １６８ ,２６５
合計 １６７,９８５ ２８０ －　 １６８ ,２６５

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加２８０株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

（リース取引関係）

１.リース物件の所有権が借主に移転すると認 １.リース物件の所有権が借主に移転すると認 １.リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取引 められるもの以外のファイナンス・リース取引 められるもの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累

　　計額相当額、減損損失累計額相当額及び中 　　計額相当額、減損損失累計額相当額及び中 　　計額相当額、減損損失累計額相当額及び期

　　間期末残高相当額 　　間期末残高相当額 　　末残高相当額

　　　　　　　　　　　　（単位：百万円） 　　　　　　　　　　　　（単位：百万円） 　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
　　　　　　　 　 取得価額 減価償却累計額 中間期末残高 　　　　　　　 　 取得価額 減価償却累計額 中間期末残高 　　　　　　　 　 取得価額 　減価償却累計額 　期末残高

　　　　　　　　　　相当額　　　　 相当額　　　相当額 　　　　　　　　　　相当額　　　　 相当額　　　相当額 　　　　　　　　　　相当額　　　　 相当額　　　相当額

機械 機械 機械

及び装置　　　　　９３　　　　６３　　　　３０ 及び装置　　　　４３７　　　１２４　　　３１３ 及び装置　　　　４３７　　　　９９　　　３３８
工具器具 工具器具 工具器具

及び備品　　　　２２６　　　　８９　　　１３７ 及び備品　　　　２４８　　　１３０　　　１１８ 及び備品　　　　２３３　　　１０４　　　１２９

　　合計　　　　３１９　　　１５２　　　１６７ 　　合計　　　　６８５　　　２５４　　　４３１ 　　合計　　　　６７０　　　２０３　　　４６７

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料 　　　同左 　なお、取得価額相当額は、未経過リース料

　中間期末残高が有形固定資産の中間期末残 　期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

　高等に占めるその割合が低いため、支払利 　めるその割合が低いため、支払利子込み法

　子込み法により算定しております。 　により算定しております。

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 (2) 未経過リース料期末残高相当額等

　　　１年以内　　　　　　　　６０百万円 　　　１年以内　　　　　　　　９７百万円 　　　１年以内　　　　　　　　９８百万円

　　　１年超　　　　　　　　１０７百万円 　　　１年超　　　　　　　　３３４百万円 　　　１年超　　　　　　　　３６９百万円

　　　　合計　　　　　　　　１６７百万円 　　　　合計　　　　　　　　４３１百万円 　　　　合計　　　　　　　　４６７百万円

　なお、未経過リース料中間期末残高相当額 　　　同左 　なお、未経過リース料期末残高相当額は、

　は、未経過リース料中間期末残高が有形固 　未経過リース料期末残高が有形固定資産

　定資産の中間期末残高等に占めるその割合 　の期末残高等に占めるその割合が低いた

　が低いため、支払利子込み法により算定し 　め、支払利子込み法により算定しており

　ております。 　ます。

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、

　　減価償却費相当額及び減損損失 　　減価償却費相当額及び減損損失 　　減価償却費相当額及び減損損失

　　　支払リース料　　　　　　３１百万円 　　　支払リース料　　　　　　５１百万円 　　　支払リース料　　　 　　９４百万円

　　（減価償却費相当額）　　（３１百万円） 　　（減価償却費相当額）　　（５１百万円） 　　（減価償却費相当額） 　（９４百万円）

　減価償却費相当額の算定方法は、リース期 　　　同左 　　　同左

　間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

　額法によっております。

（減損損失について） （減損損失について） （減損損失について）

  リース資産に分配された減損損失はありません。 　　　同左 　　　同左

２.オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

　　　１年以内　　　　　　　　３０百万円

　　　１年超　　　　　　　　２３２百万円

　　　　合計　　　　　　　　２６２百万円

（有価証券関係）

－前中間会計期間末（平成17年9月30日現在）－

　　子会社株式及び関連会社株式で、時価のあるものはありません。

－当中間会計期間末（平成18年9月30日現在）－

　　子会社株式及び関連会社株式で、時価のあるものはありません。

－前事業年度末（平成18年3月31日現在）－

　　子会社株式及び関連会社株式で、時価のあるものはありません。

― ―

前事業年度

自 平成17年 4月 1日

至 平成18年 3月31日

前中間会計期間

自 平成17年 4月 1日

至 平成17年 9月30日

当中間会計期間

自 平成18年 4月 1日

至 平成18年 9月30日
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